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5. 自動車リサイクルプロセスにおける資源回収の限界と可能性ー A 社の実験結果に基づいて一
現状の日本国内の解体・リサイク ノレ現場では、自動車材料組成のデータを把握できないまま、 資
源、化作業を進めている 。 そこで、本研究では解体現場の作業プロセスの中で、どのような資源が回
収され、再資源化できるかについて、東北地方の A 社にて解体データの収集分析を行った。 解体
実験の対象は、「社団法人日本自動車販売連合会J の統計データ・販売ランキング30位(年代別)





自動車の解体作業を行い、データを取る必要がある 。 しかし、新車の解体は現実的に難しい。 そこ
で、本研究では A 社に搬入する使用済み自動車の中から、上記の車種と排気量、車種、車型が最




まず、本研究の解体実験結果をまとめてみると、1，600cc 以下の乗用車1台 (1 ，250kg) を例として、
鉄900kg (構成比率 :72%) 、アノレミニヲム 100kg (構成比率 :8%) 、~[u]37.5kg (構成比率 :3%) 、ガラ








表 1 トヨタ・コルサの A プレス解体結果
万台だった。 2005年の推定廃車率は約3.3% であり、 2008年も 4.5% の水準だった。 仮に、今後、中
国の自動車保有台数が毎年800万台のペースで増加し、それに対する推定廃車率は先進国水準の8%
と仮定すれば、図 1 のような結果が得られる 。
上記の前提条件にもとづいて試算すれば、 2015年に発生する使用済み自動車台数は838万台を達




























考察する 。 中国労働局によれば、 2007年から 2009 までの国内の平均給料はそれぞれ2，077元、 2，435元、







ワイヤーハーネスの相場(東京製鍛及び大越工業の2010年 11 月 20 日基準、鉄28円 /kg、ハーネス





鉄と銅を基準とした。 図 2 は人件費と再生資源の価値の関係を表したモノである 。
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ける新ビジネス及び雇用創出も期待できる 。 基礎的なシナリオ分析結果によれば、 25%以上人件費
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が増加すれば、経営環境が厳しくなり、 50%以上増加した時点では、機械化への転換(破砕設備、
溶融炉など)を考慮せざるを得ない状況になる。また、解体実験の結果からもわかるように、精綴
な解体を行わない場合、回収できる再生資源の回収量は大幅に減少することになり、シュレッダー
ダストの発生量が増加すると予想される。つまり、中国における機械化は、環境汚染対策として新
たな設備投資が必要であるとともに、雇用縮小への対応も考慮すべきであろう。
さらに、資源相場が現在の半値以下に暴落した場合、安い人件費を維持しでも、経営的な側面を
考慮すれば、政府の補助金がなければ、使用済み自動車回収解体業者やリサイクノレ業者の収益が悪
化になり、自動車リサイクノレのビジネスを維持することは難しい。
一方、中国の自動車リサイクノレ法制度・政策面では、 2010年度末まで2001年「廃車回収管理方法」
の改正版を打ち出す予定であった。この新法は、各地域の様々な経済状況、格差、環境問題を十分
考慮し、それぞれの地域特性に適合するリサイクノレ制度が作られるのか、また自動車メーカーの責
任と費用負担原則などをどこまで追求できるのか現時点ではまだ不明瞭な部分がある。これから、
この新法は自動車メーカ一、解体・リサイクノレ業者、消費者の廃車処理までに様々な影響を与える
ことは間違いない。確かに中央政府が強いトップダウン政策を維持すれば、各分野の管理、監視し
やすくなる。但し、新法では使用済み自動車の不法投棄、違法処理の取締りをどのように強化する
か、違法行為を行った業者を如何に罰するか、資源化効率向上と雇用拡大、環境汚染防止と経済成
長をどう両立させるかが、中国型自動車リサイクノレシステムを構築する上で極めて重要な課題とな
る。
論文審査の結果の要旨
本研究は、日本・韓国における自動車リサイクノレ制度とその運用実態を詳細に把握するとともに
中国政府による自動車リサイクノレ政策の動向を概観し、中国における自動車リサイクノレシステムの
構築可能性を探ったものである。各国のリサイクノレ現場のフィーノレドワーク、各利害関係者へのイ
ンタビュー調査、使用済み自動車の解体実験を実施し、これらの結果から得られた定量データとシ
ナリオ分析結果に基づいて今後中国における自動車リサイクノレシステムの構築について政策提言を
目指したものである。
第l章では、本研究の必要性と目的を設定した上、自動車リサイクノレに関する国内外の先行研究
を考察・分析し、研究の方法とフローについて概観している。第2章は、まず中国におけるモータ
リゼーションと自動車産業の現状を把握し、中国の「廃車回収管理方法」の実証拠点である上海
市・北京市を事例に、 3年間の現地調査の結果を踏まえて、同政策の運用実態と課題を詳細にまと
めている。第3章では、日本および韓国における自動車リサイクノレ法制度の運用実態を徹底的に比
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較分析し、中国への示唆点を導出している。第4章は、第2章及び第3章の分析結果と使用済み自動
車の解体実験の結果に基づいて資源化効率と人件費などの要因に注目しながら再生資源の有効利用
の可能性についてシナリオ分析を行った。第5章は、前章までの結果を踏まえて、中国における自
動車リサイクノレシステム構築のための政策を提言している。
本研究は、環境政策学の理論とフィーノレワーク、解体実験を通した実証データの分析により、問
題解決を試みた点が高く評価できる。また、自動車リサイクノレを事例とする環境政策、環境影響評
価の研究への貢献は大きい。特に日中韓の現状と課題を比較分析し、国際的な資源循環と技術協力
の可能性を分析考察したことは、環境政策の実証研究の中では独自性が認められる。
車氏は、博士後期課程の2年間、日本学術振興会の特別研究員として、国内外において幅広い研
究活動を行ってきており、日本マクロエンジニアリング学会「優秀プレゼンテーション賞」、東北
大学「東北大学藤野先生記念奨励賞」を受賞するなど、学内外において高い評価を受けている。ま
た、修了後は日本学術振興会の「外国人特別研究員」としての採用が決まっており(国際環境シス
テム論講座)、優れた研究成果が期待できる。審査会では、本論文は博士論文としての水準に十分
達しており、氏が自立して研究活動を行うのに必要な高度の研究能力と学識を有するものと判断し
た。よって、本論文は、博士(国際文化)の学位論文として合格と認める。
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